
課長名

■ ■ H29 年度

□ 経過年数 年度

□ □ 5 年

〕

〕

［事業内容］

■ 無 □ 無

□ 有 ■ 有

災害福祉支援ネットワーク構築事業

区分 拡充 経費区分 政策的経費 要求基準 内 部局名 健康福祉部

国10/10 法 定 受 託 事 務

課名 地域福祉課 坂下　直樹

事業主体 県
事 務
区 分

自 治 事 務
事 業
区 分

実行予算 事業
開始
年度

政　　策  〔 １８　広域パートナーシップの強化

［解決すべき問題・課題］

災害時、高齢者や障がい者、妊婦や子どものいる世帯等の要配慮者が、長期間の避難生活を余儀なくされ、必要な支援が行われない結果、要介護度の重度化などの二
次被害や、災害関連死が発生している。

［事業目的］

　都道府県、社会福祉協議会や社会福祉施設等関係団体などの官民協働により構築する「災害福祉支援ネットワーク」を母体として、災害派遣福祉チーム（ＤＷＡ
Ｔ）を結成するとともに、チーム員の養成研修を行うことで、同チームを被災地へ派遣し、要配慮者に対し必要な福祉支援を行う体制を確保する。

そ の 他

福井県長期ビジョン
における位置付け

分　　野  〔 ともに進める（総合力）
関連する県の計画等 〔 福井県地域福祉支援計画 〕

事業終了
予定年度

（見直し年
度）

事業実施方法 直営 補 助 金 R4

補助率

（実績） （役割分担）

障がい福祉課…被災地において精神科医療や精神保健活動の支援を行
うＤＰＡＴチームを派遣
地域医療課…被災地において急性期医療を行うＤＭＡＴチームを派遣

市町との連携状況 災害福祉支援ネットワークの構成団体として市町の参画を促していく 他県の状況
災害福祉支援ネットワーク構築都道府県…４３都道府県（令和２年９
月時点で福井、山梨、和歌山、広島が未構築）
災害派遣福祉チーム設置府県…３２府県

（１）災害福祉支援ネットワークの強化、災害派遣福祉チーム（ＤＷＡＴ）の結成および研修
　　　①災害福祉支援ネットワーク協議会の開催
　　　②チーム員の募集および登録、事務局の立上げ
　　　③チーム員の養成研修

（２）災害派遣福祉チーム（ＤＷＡＴ）の派遣体制整備
　　　①災害派遣福祉チームの活動に必要な資機材の確保
　　　②チームの活動をバックアップするコーディネーターの配置および育成

［受益者］ 災害時要配慮者（高齢者、障がい者、子ども等） ［想定される受益者数］ 約300,000人

前事業の有無・実績
関連事業の有無・

役割分担

事業名 事業名

災害時こころのケア活動体制整備事業（障が
い福祉課）、災害派遣医療チーム派遣体制整
備事業（地域医療課）



課長名

■ ■ H29 年度

□ 経過年数 年度

□ □ 5 年

平成２９年度 30年度 令和元年度 ２年度

1,142 1,797 1,063 1,484

708 1,797 1,063 430

199 798 122

［成果指標等の推移］

平成29年度 30年度 令和元年度 ２年度

ｓ

災害福祉支援ネットワーク構築事業

部局名 健康福祉部 課名 地域福祉課 坂下　直樹

事業主体 県
事 務
区 分

自 治 事 務
事 業
区 分

区分 拡充 経費区分 政策的経費 要求基準 内

実行予算
事業
開始
年度

事業終了
予定年度

（見直し年
度）

事業実施方法 直営 補 助 金 R4

補助率

国庫、その他財源の名称等

予算額 6,450 6,450 0
・生活困窮者就労準備支援事業費等補助金
・派遣時の活動費は被災自治体へ求償

国10/10 法 定 受 託 事 務 そ の 他

区分 事業費 国庫 起債 その他 一般財源

［予算額の推移等］ （単位：千円）

区　　　　　　分 ３年度 令和３年度予算額の増減理由

当 初 予 算 額 の 推 移 6,450

災害派遣福祉チームの活動に必要な資機材の確保およびコーディネーター配置による増２ 月 現 計 予 算 額 の 推 移

決 算 額 の 推 移

前年度までの
主な増減理由

協議会および研修実施回数の見直しによる増減

区　　　　　　分 ３年度 中間目標 最終目標 目標・指標の考え方・積算根拠

活動指標 活動チーム数
(目標) (1) (6)

成果指標
災害派遣福祉チーム登録
者数

(目標) (5) (30)

(6)
チーム派遣目標数

実績

１チーム５名×２チーム×３圏域（福井坂井奥越・丹南・嶺南）

実績

(30)

［事業の評価]

前年度の実績 実績を踏まえた令和３年度の変更点 事業評価

災害福祉支援ネットワークを構築するため、検討会を実施
構築したネットワークを母体として災害派遣福祉チームを
結成する

■ 拡充 □ 縮減

□ 整理統合 □ 廃止 □ その他

□ 終期の見直し 見直し額

□ 継続 □ 休止 □ 完了



課長名

□ ■ R3 年度

□ 経過年数 年度

■ □ 1 年

〕

〕

［事業内容］

□ 無 □ 無

■ 有 ■ 有

重層的支援体制整備事業

区分 新規 経費区分 政策的経費 要求基準 内 部局名 健康福祉部

国3/4 法 定 受 託 事 務

課名 地域福祉課 坂下　直樹

事業主体 県
事 務
区 分

自 治 事 務
事 業
区 分

実行予算 事業
開始
年度

政　　策  〔 14　いつでもどこでも安心の医療・介護福祉

［解決すべき問題・課題］

高齢の親と無職独身の子が同居する「８０５０問題」や、介護と育児に同時に直面する「ダブルケア」などの複合的な課題など、従来の縦割りの支援制度では解決が
困難な事例に対応が必要

［事業目的］

市町における長寿・障がい・子ども・生活困窮４分野の相談窓口が、相談者の属性を超えて相談を受け止め、支援する体制の構築を促進する。
根拠法：社会福祉法第６条第３項、社会福祉法第１０６条の９

そ の 他

福井県長期ビジョン
における位置付け

分　　野  〔 安心を高める（地域力）
関連する県の計画等 〔 福井県地域福祉支援計画 〕

事業終了
予定年度

（見直し年
度）

事業実施方法 直営 補 助 金 R5

補助率

（１）既存補助金の一括交付
　　○長寿・障がい・子ども各分野の既存補助事業を、交付金として市町に対して一括交付することで、属性を問わない相談・支援体制の構築を推進する
　　○対象自治体：坂井市
　　○既存補助事業
　　　地域福祉課：生活困窮者自立相談支援事業、地域における生活困窮者支援等のための共助の基盤づくり事業
　　　長寿福祉課：地域包括支援センターの運営費、一般介護予防活動支援事業（通いの場）、生活支援体制整備事業
　　　障がい福祉課：障害者相談支援事業、地域活動支援センター事業
　　　子ども家庭課：利用者支援事業、地域子育て支援拠点事業

（２）アドバイザー派遣
　　○総合相談支援体制構築に知見のあるアドバイザーを市町の要請に基づき派遣する。
　　　市町への制度周知を行うとともに、市町ごとの課題を把握し、必要な助言および支援を行う。アドバイザーによる検討会議を実施し、進捗を管理する。
　　○派遣先：市町担当課、市町社協など（各分野の担当課長の同席を求め、制度周知の徹底および関係各課による検討を促す）
　　○アドバイザーの例：厚生労働省担当職員、地域共生や重層的支援体制に知見のある学識経験者、先進市町村ＯＢ　等　　※県職員が同行

［受益者］ ［想定される受益者数］

前事業の有無・実績
関連事業の有無・

役割分担

事業名 包括的支援体制構築促進事業 事業名 事業内容（１）既存補助事業

（実績） （役割分担）

坂井市・越前市・美浜町において相談支援包括化推進員を配置 重層的支援体制整備事業へ移行しない市町は既存補助事業を実施

市町との連携状況

社会福祉法第６条第３項に基づき、市町において支援が包括的に提供さ
れる体制の整備が行われるよう、必要な助言や情報提供等を行う。

また、社会福祉法第１０６条の９に基づき、市町に対し、各事業を合算
した額を交付金として交付する。

他県の状況 全都道府県が実施



課長名

□ ■ R3 年度

□ 経過年数 年度

■ □ 1 年

平成２９年度 30年度 令和元年度 ２年度

［成果指標等の推移］

平成29年度 30年度 令和元年度 ２年度

重層的支援体制整備事業

区分 新規 経費区分 政策的経費 要求基準 内 部局名 健康福祉部 課名 地域福祉課 坂下　直樹

事業主体 県
事 務
区 分

自 治 事 務
事 業
区 分

実行予算
事業
開始
年度

そ の 他

区分 事業費 国庫 起債 その他 一般財源 国庫、その他財源の名称等

事業終了
予定年度

（見直し年
度）

事業実施方法 直営 補 助 金 R5

補助率 国3/4 法 定 受 託 事 務

重層的支援体制整備事業交付金

［予算額の推移等］ （単位：千円）

区　　　　　　分 ３年度 令和３年度予算額の増減理由

予算額 930 697 233

前年度までの
主な増減理由

区　　　　　　分 ３年度 中間目標 最終目標 目標・指標の考え方・積算根拠

当 初 予 算 額 の 推 移 930

２ 月 現 計 予 算 額 の 推 移

決 算 額 の 推 移

活動指標
(目標) (6) (17)

成果指標
(目標) (1) (17)

(17)
アドバイザー派遣市町数

実績

重層的支援体制整備事業への移行市町数

実績

(17)

［事業の評価]

前年度の実績 実績を踏まえた令和３年度の変更点 事業評価

□ 拡充 □ 縮減

□ 整理統合 □ 廃止 □ その他

□ 終期の見直し 見直し額

□ 継続 □ 休止 □ 完了



課長名

■ ■ R元 年度

□ 経過年数 年度

□ □ 3 年

〕

〕

［事業内容］

■ 無 ■ 無

□ 有 □ 有

再犯防止推進体制構築事業

区分 継続 経費区分 政策的経費 シーリング 内 部局名 健康福祉部

― 法 定 受 託 事 務

課名 地域福祉課 坂下直樹

事業主体 県
事 務
区 分

自 治 事 務
事 業
区 分

実行予算 事業
開始
年度

政　　策  〔 １６　防災・治安先進県ふくいの実現

［解決すべき問題・課題］

福井県の再犯者率は全国に比べて低いものの４割を超えており、犯罪をした者等の地域生活への定着に向けた支援の必要がある。

［事業目的］

福井県再犯防止推進計画に基づき、犯罪をした者等が円滑に社会の一員として復帰することができるようにし、再犯を防止するため、その推進体制の構築を図り、県
民が安心・安全に暮らせる地域づくりを行う。

そ の 他

福井県長期ビジョン
における位置付け

分　　野  〔 安心を高める（地域力）
関連する県の計画等 〔 福井県再犯防止推進計画 〕

事業終了
予定年度

（見直し年
度）

事業実施方法 直営 補 助 金 R4

補助率

（実績） （役割分担）

市町との連携状況
市町再犯防止推進担当課　担当者名簿作成
各種情報共有

他県の状況
再犯防止推進計画　策定済み　　　　　３１都道府県
　　　　〃　　　　策定に向け検討中　１６都道府県

（１）対象者
　起訴猶予者、執行猶予者、罰金・科料を受けた者、刑務所出所者、非行少年（犯罪少年・触法少年・ぐ犯少年（家庭裁判所の審判において非行事実が認定された者））のうち、身寄りのない者、住居のない者、就労・就
学先のない者等支援が必要な者。
（２）実施事業
　①再犯防止推進連絡会議の開催
　　・開催回数：年１回程度
　　・構成者：保護観察所、検察庁、各矯正施設等国の関係機関、更生保護等に取り組む民間団体等
　　・内容：情報交換や課題の共有、県再犯防止推進計画の進捗管理、市町計画の策定推進のための情報提供等
　②再犯防止推進活動の普及・啓発
　　・再犯防止推進法、福井県再犯防止推進計画の啓発
　　　福井県再犯防止推進計画冊子、啓発チラシの作成および配布
　　　保護司、更生保護関係団体と連携したチラシ配布等の啓発活動
　　・福井社会復帰支援ネットワーク協議会活動のＰＲ
　　　ＰＲチラシ作成、配布
　③ネットワーク拠点整備（福井社会復帰支援ネットワーク協議会事務局）
　④相談員の活動支援（福井社会復帰支援ネットワーク協議会の再犯防止支援活動に補助）
　⑤協力雇用主制度推進の取組みに関するセミナーの開催（嶺北・嶺南の２か所で開催）

［受益者］ 県民 ［想定される受益者数］ 約760,000人

前事業の有無・実績
関連事業の有無・

役割分担

事業名 事業名



課長名

■ ■ R元 年度

□ 経過年数 年度

□ □ 3 年

２９年度 ３０年度 元年度 ２年度

1,232 1,059

1,232 1,059

894

［成果指標等の推移］

平成29年度 30年度 令和元年度 ２年度

(400) (400) (400)

502 501 583

(266) (400)

285

再犯防止推進体制構築事業

区分 継続 経費区分 政策的経費 要求基準 内 部局名 健康福祉部 課名 地域福祉課 坂下直樹

事業主体 県
事 務
区 分

自 治 事 務
事 業
区 分

実行予算
事業
開始
年度

そ の 他

区分 事業費 国庫 起債 その他 一般財源 国庫、その他財源の名称等

事業終了
予定年度

（見直し年
度）

事業実施方法 直営 補 助 金 R4

補助率 ― 法 定 受 託 事 務

［予算額の推移等］ （単位：千円）

区　　　　　　分 ３年度 実績等を踏まえた３年度の変更点

予算額

794 794

前年度までの
主な増減理由

再犯防止推進連絡会議の回数を２回から１回に減らしたことに伴う事業費の減

区　　　　　　分 ３年度 中間目標 最終目標 目標・指標の考え方・積算根拠

当 初 予 算 額 の 推 移 794

再犯防止推進連絡会議委員の人数減による報償費、旅費の減２ 月 現 計 予 算 額 の 推 移

決 算 額 の 推 移

活動指標
福井県更生保護センター
利用者数

(目標) (400) (400)

成果指標 再犯者数（暦年）
(目標) (400) (400)

(400) 満期出所者等をサポートする総合相談窓口や社会復帰支援ネットワー
ク協議会の活動拠点となる福井県更生保護センターの利用人数

実績

再犯者数を令和５年までに400人以下にする（再犯防止推進計画目標）

実績

(400)

［事業の評価]

前年度の実績 実績を踏まえた令和３年度の変更点 事業評価

更生保護サポートセンター　利用人数　２８５人
雇用促進セミナー　１回
PRチラシ作成配布

更生保護サポートセンター　目標４００人以上
雇用促進セミナー　オンライン開催　１回

□ 拡充 □ 縮減

□ 整理統合 □ 廃止 □ その他

□ 終期の見直し 見直し額

■ 継続 □ 休止 □ 完了



課長名

■ ■ H30 年度

■ 経過年数 年度

□ □ 4 年

〕

〕

［事業内容］

■ 無 ■ 無

□ 有 □ 有

嶺南地域のスポーツ・レクリエーション施設整備事業

区分 継続 経費区分 政策的経費 要求基準 外 部局名 健康福祉部

1/2（市町立施設への補助） 法 定 受 託 事 務

課名 地域福祉課 坂下　直樹

事業主体 県
事 務
区 分

自 治 事 務
事 業
区 分

実行予算 事業
開始
年度

政　　策  〔 １２　文化・スポーツがふくいの活力

［解決すべき問題・課題］

「ふくい健康の森」リニューアル工事を平成３０年度に実施し、平成３１年度春から供用開始しているが、嶺南地域からは気軽に利用しにくい。

［事業目的］

「ふくい健康の森」のリニューアルに合わせ、嶺南地域においても年少者から高齢者まで幅広い世代が楽しく体力づくりや健康づくりができるよう、スポーツ・レク
リエーション施設の整備を行う。

そ の 他

福井県長期ビジョン
における位置付け

分　　野  〔 楽しみを広げる（創造力）
関連する県の計画等 〔 〕

事業終了
予定年度

（見直し年
度）

事業実施方法 直営、補助 補 助 金 R3

補助率

１　県立施設
　　　若狭総合公園、成海緑地（こども家族館屋外エリア）の整備
　
２　市町立施設
　　　市町立施設への補助
　　　　補　助　率　１／２
　　　　補助上限額　５，０００万円

［受益者］ 嶺南地域の県民 ［想定される受益者数］ 約133,000人

前事業の有無・実績
関連事業の有無・

役割分担

事業名 事業名

（実績） （役割分担）

市町との連携状況
県立施設については県が整備し、指定管理者である小浜市とおおい町が
施設を管理

他県の状況 ―



課長名

■ ■ H30 年度

■ 経過年数 年度

□ □ 4 年

平成２９年度 30年度 令和元年度 ２年度

1,200 4,543 45,031

485 4,543 145,031

418 4,153

［成果指標等の推移］

平成29年度 30年度 令和元年度 ２年度

(280,000)

261,901

(2) (2)

2 2

嶺南地域のスポーツ・レクリエーション施設整備事業

区分 継続 経費区分 政策的経費 要求基準 外 部局名 健康福祉部 課名 地域福祉課 坂下　直樹

事業主体 県
事 務
区 分

自 治 事 務
事 業
区 分

実行予算
事業
開始
年度

そ の 他

区分 事業費 国庫 起債 その他 一般財源 国庫、その他財源の名称等

事業終了
予定年度

（見直し年
度）

事業実施方法 直営、補助 補 助 金 R3

補助率 1/2（市町立施設への補助） 法 定 受 託 事 務

・原子力発電施設等立地地域基盤整備支援事業交付金　100,980千円
・電源交付金　45,830千円

［予算額の推移等］ （単位：千円）

区　　　　　　分 ３年度 令和３年度予算額の増減理由

予算額 236,823 146,810 0 90,013

前年度までの
主な増減理由

令和元年度：県立施設の基本設計着手のため、事業費が増加
令和２年度：県立施設の実施設計着手、市町立施設への補助実施のため、事業費が増加

区　　　　　　分 ３年度 中間目標 最終目標 目標・指標の考え方・積算根拠

当 初 予 算 額 の 推 移 236,823

【県立施設】工事着手
【市町立施設】敦賀市、高浜町、若狭町へ補助

２ 月 現 計 予 算 額 の 推 移

決 算 額 の 推 移

活動指標
基本設計、実施設計、工
事の実施箇所

(目標) (2) (2)

成果指標 利用者数
(目標) (280,000) (280,000)

(2)
若狭総合公園、成海緑地（こども家族館屋外エリア）

実績

若狭総合公園、こども家族館の利用者数の合計

実績

(280,000)

［事業の評価]

前年度の実績 実績を踏まえた令和３年度の変更点 事業評価

県立施設：実施設計の実施
市町立施設：美浜町への補助

県立施設：工事着手
市町立施設：敦賀市、高浜町、若狭町への補助

□ 拡充 □ 縮減

□ 整理統合 □ 廃止 □ その他

□ 終期の見直し 見直し額

■ 継続 □ 休止 □ 完了


